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1. 事業の概要 

1.1. 背景 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故以来低迷しているわが国の原子力を

再び発展させ、また今後の若手人口低下に備えるためには、国内外で質の高い国際原子力人

材を戦略的に、効果的に、効率的に育成する必要がある。このため、国内外の大学が協力し、

産官学の連携の下、それぞれの人材育成資源を持ち寄り、相互に補完し合った「国際原子力

人材育成大学連合ネットワーク」(以下、大学連合) を構築し、原子力を初めて学ぶ初等学生

を主な対象に人材育成にあたる。 

1.2. 目的 

本事業では、図 1.2-1 に示す原子力教育・研究に携わる国内外の大学を連携する大学連合

を結成し、関連する協力機関の支援も得て、大学連合参加大学から選抜した学生を国際原子

力機関 (IAEA) 及び経済協力開発機構/原子力機関 (OECD/NEA) へ派遣する。この派遣を通じ

て、優れた国際感覚、高いコミュニケーション能力や情報発信力を有した原子力国際人材の

育成を目指す。 

 

図 1.2-1 国際原子力人材育成大学連合ネットワーク (大学連合) 

 

こうした教育活動を通して初等学生に原子力の魅力と将来像を示し、カーボンニュートラ

ルにも十分に配慮した将来のエネルギー社会への原子力の必要性を理解させて原子力に興味

を向けさせることで、原子力系大学院への進学や原子力産業への就職を促し、将来の原子力

人材の基盤を作り出す。 

また、事業の実施に際して、未来社会に向けた先進的原子力教育コンソーシアム (ANEC) 

の一部として、関連する活動を実施する。 
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2. 事業計画 

2.1. 全体計画 

本業務の全体計画図を図 2.1-1に示す。本大学連合による教育は、2010年度の設立以来、3

年毎の単位で続けられてきて、現在は Phase5 に入っている。現在の主な活動は、大学連合参

加大学から学生を選抜し、国際原子力機関へ派遣することである。 

 

(1) 国際原子力基礎教育オンラインセミナー 

(2) 学生派遣 

(3) 海外出前講義 

 

図 2.1-1 大学連合による教育全体計画図 

 

2.2. 令和 7年度の計画及び業務の実施方法 

令 7 年度は、大学連合の参加大学及び協力機関は以下とし、基本方針策定やモデル事業の

企画・調整・運営を効果的に実施するために、「運営企画会議」及び「課題推進グループ」

から成る運営体制を構成する。併せて、令和 3 年度から実施している ANEC としての成果の取

りまとめ方針の議論及び成果の取りまとめ準備に協力する。 

 

大学連合参加大学 (予定) 

(国内) 茨城大学、大阪大学、大阪産業大学、岡山大学、金沢大学、近畿大学、九州大学、 

京都大学、東海大学、東京科学大学、東京都市大学、長岡技術科学大学、名古屋大学、 

八戸工業大学、福井大学、北海道大学、山梨大学、早稲田大学 

(国外) マレーシア国民大学 (マレーシア)、チュラロンコン大学 (タイ)、カセサート大学

(タイ) 

 

協力機関 (予定) 

(国内) 日本原子力研究開発機構、日本原子力産業協会、電気事業連合会、若狭湾エネルギー

研究センター、日本原燃、日立ＧＥベルノバニュークリア・エナジー、東芝エネルギ

ーシステムズ、JFEスチール、日本製鉄、等 

(国外) 国際原子力機関 (IAEA)、経済協力開発機構/原子力機関 (OECD/NEA) 
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2.3. 体制 

実施体制を図 2.3-1 に示す。本事業は、東京科学大学が取りまとめ、ANEC と連携をとりな

がら、大学連合参加大学から選抜した学生を国際原子力機関へ派遣する。 

 

 

図 2.3-1 実施体制図 

 

3. 令和 7年度の成果 

3.1. 事業運営体制の構築 

大学連合の参加大学及び協力機関は以下とし、基本方針策定やモデル事業の企画・調整・

運営を効果的に実施するために、「運営企画会議」及び「課題推進グループ」から成る運営

体制を構成した。 

 

大学連合参加大学 

(国内) 茨城大学、大阪大学、大阪産業大学、岡山大学、金沢大学、近畿大学、九州大学、 

京都大学、東海大学、東京科学大学、東京都市大学、長岡技術科学大学、名古屋大学、 

八戸工業大学、福井大学、北海道大学、山梨大学、早稲田大学 

(国外) マレーシア国民大学 (マレーシア)、チュラロンコン大学 (タイ)、カセサート大学

(タイ) 

 

協力機関 

(国内) 日本原子力研究開発機構、日本原子力産業協会、電気事業連合会、若狭湾エネルギー

研究センター、日本原燃、日立ＧＥベルノバニュークリア・エナジー、東芝エネルギ

ーシステムズ、JFEスチール、日本製鉄 

(国外) 国際原子力機関 (IAEA)、経済協力開発機構/原子力機関 (OECD/NEA) 

 

a．運営企画会議 

運営基本方針、事業内容を審議し、事業目的達成のための全体的な企画・調整を行った。 

 

第 1回運営企画会議 
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日時：令和 7年 6月 24日（火）15：00～16：30 

場所：東京科学大学及びオンライン 

出席者：14名 

東京科学大学 (4名)、岡山大学 (以下オンライン参加) 福井大学、北海道大学、九州大学、早

稲田大学、大阪産業大学、 東海大学、名古屋大学、オブザーバー（2 名） 

 

第２回運営企画会議 

日時：令和 8年 3月 16日（月）14：00～17：15 

場所：東京科学大学及びオンライン 

出席者：17名 

東京科学大学 (5 名)、岡山大学、大阪大学、近畿大学、八戸工業大学、早稲田大学、名古屋

大学、研修報告学生 (2名)、(以下オンライン参加) 北海道大学、八戸工業大学、日本原子力

産業協会、特別講演者 (1名) 

 

b．課題推進グループ 

本事業の円滑な推進のための調整、取りまとめを行った。 

 

3.2. 原子力国際人材育成 

カーボンニュートラル時代の原子力の役割を認識し、優れた国際感覚、高いコミュニケーシ

ョン能力や情報発信能力を有した原子力国際人材育成のため、国内の大学連合参加大学から選

抜した東京科学大学の学生 1 名および岡山大学の学生 1 名を国際原子力機関 (IAEA) の研修生 

(インターン) として、令和 7年 12月 1日から令和 8年 2月 27日までの 3ヵ月間派遣した。ま

た、京都大学の学生 1 名を経済協力開発機構/原子力機関 (OECD/NEA) の研修生として、同一期

間に派遣した。 

なお、選抜した研修生については、渡航前に渡航先及びインターンシップの内容について事

前学習をさせるとともに、危機管理に備えた海外安全オリエンテーションなどを実施した。英

語能力向上のため、IAEA 派遣予定者 2 名に対して英語の特別訓練を実施した。令和 8 年度は、

選抜プロセスに面接審査の導入を検討する。 

IAEAに派遣された学生 1名は Division of Nuclear Fuel Cycle and Waste Technologyに配

属され、主に廃止措置に関する e-learningの有用性評価や普及に関する業務を、他の学生 1名

は Waste Technology Sectionに配属され、IAEA 技術報告書シリーズ (深地層処分場における

工学的遮蔽層の性能) の改訂に向けた更新戦略の策定に関する業務を、OECD/NEA に派遣された

学生は、Division of Nuclear Science and Educationに配属され、臨界実験に関するベンチマ

ークのデータベースの刷新に関する業務を、現地の指導を受けながら実施した。 

派遣した学生からの報告によると、e-learning 関連の業務を実施した学生は、「会議の登壇

者に話しかける他、参加者同士の交流会に参加するなど積極的な姿勢が国際機関で働くには重

要であることを実感した」。博士論文執筆を来年度に控えた学生は、IAEA において「専門家を

相手に密度の濃い議論と発表を行うことができた点も含め」非常に有意義な時間を過ごせたと

感じている。2 年前には IAEA にインターンシップ派遣され、今回 OECD/NEA に派遣された学生
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は、今後の研究に役立つ知識や経験、人的ネットワークを得るとともに、同じ国際機関でも

IAEAと OECD/NEAの特徴と違いを実感したという。なお、IAEAや OECD/NEAの上司からの最終評

価では、3名とも高い評価を得ることができた。 

 

 

図 3.2-1 インターンシップの様子 

 

4. 結言 

この事業では、原子力教育・研究に携わる国内外の大学が連携する大学連合体を結成し、

関連する協力機関の支援を得て、大学連合参加大学から選抜した 3 名の学生を国際原子力機

関へ派遣した。本派遣を通じて、優れた国際感覚、高いコミュニケーション能力や情報発信

力を有した原子力国際人材育成を目指した。 

なお、本事業は令和 8 年度以降も継続実施を計画しており、引き続き原子力人材の育成に

注力していきたい。 


